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第1章 序論

本章では，ユビキタス情報環境におけるコンテクストアウェアサービスについて説明

し，コンテクストアウェアサービス提供時に起こりうる問題点について述べる．続いて本

研究の目的と本研究による効果について挙げ，最後に本論文の構成について述べる．

1.1 研究の背景

近年，小型携帯端末の高度化や低価格化，センシング技術の発達により，ユビキタス情

報環境の実現可能性が高まっており，ユーザの日常生活を支えることが期待されている

[1]．ユビキタス情報環境とは，ユーザの移動性と計算機主体の遍在性を前提とした情報

環境であり，ハードウェア，ソフトウェア，ネットワーク，そしてコンテンツといった環

境を構成する情報資源が，ユーザの移動に合わせて動的に連携してサービスを提供する．

これにより，ユーザはいつでも，どこでもネットワークサービスが利用可能となり，多く

の恩恵を享受することが可能となる．

ユビキタス情報環境に関連する研究領域は，表 1.1の通り “ハードウェア”，“ソフトウェ

ア”，“ネットワーク”の 3つに大別される．ハードウェアの研究領域では，小型で省電力・

高性能なモバイル端末や電子タグの開発 [2]，脈派・血圧などの生体情報や照度・気温など

の環境情報を取得するセンサデバイスの開発 [3]，ネットワーク対応の家電製品の開発 [4]

などが盛んである．ネットワークの研究領域では，情報インフラの高速化や無線化，セン

サネットワーク技術の研究などが推進されている [5]．ソフトウェアの研究領域では，ユ

ビキタスサービスの基盤を構成する技術として，モデリングや開発手法に関する研究 [6]

や，デバイスの分散協調・連携に関する研究 [7]は行われているものの，実用化に至った

技術が少なく，未だ研究開発段階にある．
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表 1.1: ユビキタス情報環境に関する関連研究

研究分野 研究領域の例

ハードウェア 機器の小型化・高度化・省電力化

センサデバイスの開発

組み込みコンピュータ，情報家電

ソフトウェア サービス構成法，ミドルウェア

セキュリティ，プライバシ

コンテクストアウェアサービス (本研究の対象)

ネットワーク 情報インフラの高速化・無線化

センサネットワーク構成技術

ネットワーク制御・管理技術

本研究では，情報資源の状態 (コンテクスト)に応じて，より高度なユビキタスサービ

スの提供を実現するため，ソフトウェアの分野において，特に現実空間に存在する様々な

コンテクストを利用してサービスを提供するための “コンテクストアウェアサービス”に

焦点を当てる．

1.2 コンテクストアウェアサービス

図 1.1に，コンテクストアウェアサービスを提供するシステムの一般的なモデルを示す．

実環境は，ユーザと複数の “情報資源”から構成される．具体的には，実環境内でサービス

を受けるユーザ，PC，PDA，無線タグなどのハードウェア，PC上で動作するアプリケー

ションなどのソフトウェア，情報資源間を接続するネットワーク，ユーザに対して提供さ

れるサービス源となるコンテンツなどである．このとき，表 1.2のような情報資源の状態

を “コンテクスト”といい，サービスへの活用を目的に情報資源間で交換される状態情報，

すなわちコンテクストに関する情報を “コンテクスト情報” (CI: Context Information)とい

2



表 1.2: コンテクストの具体例

情報資源 カテゴリ 属性

ユーザ 位置 位置，向き，移動速度，…

嗜好 QoS要求，プライバシ要求，…

プロファイル 名前，年齢，性別，職業，…

ハードウェア 設置形態 位置，向き，…

制約 CPU最大値，メモリ最大値，解像度，バッテリ容量，…

状況 CPU使用率，メモリ使用率，電力消費量，…

ソフトウェア 品質 (動画像配信の例)画質，フレームレート，解像度，…

制約 動作可能OS，最大 CPU使用率，最大メモリ使用率，…

状況 CPU使用率，メモリ使用量，画面占有率，…

ネットワーク 制約 リンク種別，最大利用可能帯域，IPアドレス，…

状況 帯域使用率，パケットロス率，遅延時間，…

う．このとき，ある特定のコンテクスト情報に基づいてサービスを制御しつつ提供する

サービスを “コンテクストアウェアサービス”とする．

図 1.1を用いて，コンテクストアウェアサービスを実現するシステムの流れを以下に述

べる．まず実環境から各情報資源のコンテクスト情報を収集する．次に，コンテクスト情

報 (CI)は，“CI流通制御システム”によって処理され，サービスに必要となるCIがメイン

サービスを提供する “サービス提供システム”に通知される．そこで，サービス提供シス

テムはCIに基づきサービス提供を行う情報資源群を構成し，ユーザに対してコンテクス

トアウェアサービス提供を開始する．

コンテクストアウェアサービスの具体例の一つとして，美術館ガイドサービスを挙げる

(図 1.2)．このサービスは，ユーザが美術館内を位置情報を取得するための無線タグと携

帯端末を持って移動する場合し，ある展示物にユーザが接近した場合，当該作品の紹介動

3



タグ

実環境

CI流通制御流通制御流通制御流通制御システムシステムシステムシステムコンテクスト情報(CI)

サービスサービスサービスサービス提供提供提供提供システムシステムシステムシステム

サービス提供に必要なCIの流通

CIに基づくサービス制御
サービス提供

使用

使用
ユビキタス情報環境

エンティティ

共有リソース

図 1.1: コンテクストアウェアサービスを提供するシステムのモデル

画像を受信するものである．図 1.3にこのサービスにおける情報資源の構成を示す．各情

報資源はそれぞれの状態を表す状態，つまりコンテクストを保持している．ここで，情報

資源のひとつとして，あるユーザの持つ “タグ”の “位置情報”である，コンテクスト情報

(CI)が情報資源間を流通する．この位置情報のコンテクスト情報に基づいて展示物に関連

する動画像などのマルチメディアコンテンツを配信し，例えばユーザは携帯端末を利用し

てコンテクストアウェアサービスを受ける．

1.3 本研究が対象とする問題

図 1.4に，美術館ガイドサービスを例として，本研究が対象とする問題点を示す．一般

に，コンテクスト情報 (CI)は時間経過と共に刻々と変化する情報資源の状態を示す情報

である．そこで，コンテクストアウェアサービスを実現するためには，各情報資源間で

CIを流通・処理しながら，同時に本来提供すべきサービスを処理・提供する必要がある．

従って，CIの流通・処理と，本来のサービス提供に必要な資源 (ネットワーク資源・計算

機資源等)が共有されている場合，交換されるCIの質や量の過不足によって，システムの

4



美術館データベース

展示物A

タグ

展示物B

携帯端末

位置センサ
移動 無線LAN AP

ユーザの位置に応じて展示物に関連するマルチメディアデータを配信

展示物Aの説明
展示物Bの説明

タグ タグ

ユーザ

移動

図 1.2: 美術館ガイドサービスの概要

系全体が提供するコンテクストアウェアサービスのサービス品質 (Quality of Service: QoS)

が低下する問題が発生する．

1.2節で述べた図 1.2のような美術館ガイドサービスにおいては，CI(位置情報)の流通・

処理に資源が割かれ，本来提供すべき展示物の紹介動画像が劣化したり，あるいは動画像

の処理に資源が割かれ，位置情報の処理が遅れることにより，位置情報を基にした動画像

の切替に遅延が発生する可能性がある．すなわち，サービスの流通・処理とコンテクスト

情報の流通・処理にはトレードオフの関係があり，コンテクストアウェアサービスにおい

ては，これらを十分考慮する必要がある．

1.4 本研究の目的

本研究は，ユビキタス情報環境におけるコンテクストアウェアサービスの高度化を目指

し，ユビキタス情報環境において効果的な情報資源の状態情報 (コンテクスト情報)の流

通制御手法の実現を目的とする．本提案方式は次の 2つの機能から成る．

5



: エンティティ
: コンテクスト: エンティティ
: コンテクスト

ユーザ

動画像受信ソフト
ディスプレイ

WLAN AP

携帯端末

無線LAN 動画像送信ソフト
動画像コンテンツ

美術館DBサーバ

位置情報管理ソフト
位置情報管理サーバ

有線LAN

動画動画動画動画像像像像表示表示表示表示

位置センサ
タグ

ユーザ

コンテクストアウェアサービス

コンテクストコンテクストコンテクストコンテクスト情報情報情報情報
(タグの位置情報)

無線LAN接続数

位置情報管理数

帯域使用量

タグの位置情報

フレームレート
CPU使用率

解像度

動画像データ

携帯端末

無線LAN AP 美術館DBサーバ

位置情報管理サーバ

図 1.3: 美術館ガイドサービスにおける情報資源の構成
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4

ユーザ管理
美術館DBサーバ

位置情報管理ソフト
動画受信ソフト

動画送信ソフト

ディスプレイ

位置センサ

動画コンテンツ

位置情報管理サーバ

タグの位置情報

有線LAN

無線LAN

携帯端末 コンテクストアウェアサービス

①位置情報の流通・処理に資源が消費され，動画像動画像動画像動画像がががが劣化劣化劣化劣化

WLAN 
AP

: コンテクスト情報(タグの位置情報)
:動画像データ: コンテクスト情報(タグの位置情報)
:動画像データ: コンテクスト情報(タグの位置情報)
:動画像データ

展示物B展示物B
展示物A
展示物A

②位置情報の処理が遅れ，切替切替切替切替のののの遅延遅延遅延遅延がががが発生発生発生発生

ユーザ

コンテクスト情報の交換と本来のサービス提供のために同じネットワーク，ハードウェアが共通に使用されている

動画動画動画動画像像像像表示表示表示表示
タグ

図 1.4: 美術館ガイドサービスにおける既存手法の問題点
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有線LAN

動画像コンテンツWLAN 
AP

美術館DBサーバ

位置情報管理ソフト

動画像受信ソフト

動画像送信ソフト

ディスプレイ 位置情報管理サーバ携帯端末

無線LAN

動画像が劣化
動画像の品質向上を優先し，QoCを下げる動画像の品質向上を優先し，QoCを下げる

QoC調整QoC調整

動画動画動画動画像像像像表示表示表示表示
コンテクストアウェアサービス

ユーザが切替場所に接近
切替のタイミングを合わせるため，

QoCを上げる

動画像データ動画像データ

コンテクスト情報コンテクスト情報

ユーザ管理 QoC:「タグの位置情報」の品質例)更新頻度，精度，単位など

図 1.5: 提案の概要とQoC (Quality of Context Information)

(F1)情報資源の詳細な状態に基づく動的QoC調整機能:

図 1.5に，美術館ガイドサービスの例を用いて本提案機能によるシステムの概要を示す．

このサービスを提供するシステムは，センサなどを通じて大量のコンテクスト情報 (CI)を

取得する．このとき位置情報管理ソフトは，CIをコンテクストアウェアサービスを提供

するために必要な量に調整して流通させる．そこで，CIに基づきユーザにサービスを提

供する．

ここで，美術館サービスにおいてユーザが直接受ける動画像の品質や移動時に生じる動

画像の切替時間などのサービス品質をQoS(Quality of Service)，コンテクスト情報である

タグの位置情報の品質を QoC(Quality of Context Information)とする．また，QoSとして

例えば動画像の画質やフレームレートを，QoCとして例えば位置情報の更新頻度や精度

を想定する．

ユーザが，サービス提供中に移動し，切替場所に接近するにつれ，システムは切替処理
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の開始を早めるため，QoCを上げるよう要求する．しかしながら，ネットワークや計算

機資源などの共用により，ユーザに対して提供している動画像の劣化，つまり QoSの低

下が発生する可能性がある．このような場合，システムはユーザ要求の動画像品質実現を

優先し，CIの流通によるシステム負荷を抑えるためQoCを下げるよう要求する．位置情

報管理ソフトは，このような要求を基に位置情報のQoCを調整する．すなわち，この調

整を “QoC調整”とする．

(F1)は，コンテクストアウェアサービスを提供する際，ユーザの位置や移動速度，計算

機資源やネットワーク資源の使用率などシステムの動作状況などといった，秒単位程度

で変化する情報資源の詳細な状況に応じて，コンテクスト情報の品質 (QoC)を変化させ，

ユーザの要求するサービス品質を可能な限り維持する機能である．

(F2)ユビキタス情報環境の長期的変化に対する環境適応機能:

部屋の家具や IT機器のレイアウト変更のような変化により，情報資源の動作状況の傾

向が変化するような場合，(F1)のアルゴリズムを適応的に調整することによって，冗長な

QoCによる提供を抑制し，より柔軟なQoC調整を実現する．

なお本論文では，(F1)情報資源の詳細な状態に基づく動的QoC調整機能に焦点を当て

ることとする．

1.5 本論文の章構成

本論文の章構成は以下のとおりである．

2章では情報資源の状態情報 (コンテクスト情報)を活用した既存研究，およびコンテク

スト情報管理技術に関する既存研究について述べる．また，本研究の目的の達成のために

解決すべき技術的課題を提起し，本研究で扱う問題を明らかにする．

3章では，2章で提起した技術的課題を解決するため，提案である情報資源の状態情報

(コンテクスト情報)の流通制御方式について述べる．
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4章では，本提案方式の有効性を評価するためのシステムとして利用者追従型動画像配

信サービスを例に，提案方式の具体的な設計について述べる．

5章では，4章の設計に基づいたシステムの実装について述べる．

6章では，実装したシステムを用いて実験を行い，提案方式の評価を行う．

最後に，7章で本研究の結論と今後の課題について述べる．
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第2章 関連研究と課題

本章では，コンテクストアウェアサービスを提供するために必要なコンテクスト情報を

用いた既存研究として，2.1節でコンテクスト情報を活用した既存研究，2.2節でコンテク

スト情報管理に関する既存研究をそれぞれ挙げる．特に 2.2節では，ユビキタス情報環境

下でコンテクスト情報の取得や選択に関する既存研究 (2.2.1節)と，コンテクスト情報流

通によるサービスへの影響に着目した既存研究 (2.2.2節)についてそれぞれ挙げる．また

2.3節で，既存研究における問題点を整理し，本研究で扱うユビキタス情報環境における

コンテクスト情報管理において解決すべき課題を提起する．

2.1 コンテクスト情報の活用に関する既存研究

コンテクスト情報を活用した既存研究は多く存在するが，本研究ではユーザレベルでの

サービス提供という観点から，特にコンテクストアウェアサービスに関する既存研究とし

て，サービス構成技術に関する既存研究について議論する．

既存のコンテクストアウェアサービスとして，ユーザの位置や嗜好といったユーザコン

テクストに基づきユーザの現在地付近の店舗を紹介する CityVoyarger [9]や，博物館の音

声ガイドシステム ec(h)o[10]，複数ユーザ間の社会的関係を考慮して，複数のユーザコン

テクストを利用して美術館の展示物を紹介する PIL(PEACH-Israel) project[11]がある．ま

た，家の中に様々な機器を，センサ等から得られるコンテクスト情報を基に自動的に管理

するスマートホームに関する研究 [12, 13, 14]についても盛んに行われており，遠隔見守

り支援システム等への応用が行われている．しかし，これらのコンテクストアウェアサー

ビスに関する既存研究は，あらかじめコンテクスト情報の管理がなされているという前提

に基づくものがほどんどである．すなわち，コンテクスト情報の獲得・分析・通知方法は
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静的に定められているため，遍在する多種多様な情報資源が動的に協調しサービス提供を

行うことができない．そこで，ユビキタス情報環境の特性を考慮したコンテクスト情報管

理方式の実現が求められている．

2.2 コンテクスト情報管理に関する既存研究

ユビキタス情報環境におけるコンテクスト情報管理方式として，これまで様々な研究が

行われてきた．ここでは特にコンテクスト情報の獲得・選択に関する研究領域と，コンテ

クスト情報の流通がサービスに対して与える影響に着目した研究領域についてまとめる．

2.2.1 コンテクスト情報の獲得・選択に関する既存研究

コンテクストアウェアサービスを提供するために必要なコンテクスト情報 (CI)の取得

や選択に着目した研究がある [15, 16]．

CHANSE [15]では，管理サーバが CIを集中管理し，センサの故障などにより CIが得

られない場合は，精度重視・コスト重視などといったアプリケーション側の要求に基づき，

動的に代替のセンサからの情報に切り替えてCIを提供することで，継続的なCIの提供を

実現する．しかし，センサの選択は，精度やコストなどのパラメータごとにあらかじめ設

定された順位付けに基づいて行われるため，新たなセンサデバイスを追加することは困難

である．また，例えばリアルタイム性を重視しているにも関わらず，最も更新頻度の高い

センサを選択し，受信する情報資源によっては CIの取得が過度になる可能性がある．

またContextDistillery [16]は，CIごとの更新頻度の多様性を抽象化することを目的とし

たフレームワークを提案している．しかし，CIの更新頻度によっては，過度あるいは不

足となる可能性があり，提供するサービスに対して悪影響を与える可能性がある．

これらの研究では，CIの選択処理や更新頻度をシステム設計時にすべて決定し，予め

記述する必要があり，実環境でのシステムの動作状況に応じた動的な CIの提供への期待

が高まっている．
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2.2.2 コンテクスト情報流通によるサービスへの影響に着目した既存研究

一方，コンテクスト情報 (CI)の品質 (Quality of Context Information: QoC)に注目した研

究が行われている [17, 18, 19]．

Buchholzら [17]は，QoCの概念を提唱し，QoCパラメータとして CIの “精度” (Preci-

sion)，“正確さ” (Probability of Correctness)，“信頼性” (Trust-worthiness)，“粒度” (Resolu-

tion)，“更新頻度” (Up-to-dateness)を定義している．またQoCとQoS，およびデバイス品

質 (Quality of Device: QoD)の関係性について述べている．

Sheikhら [18]は，コンテクストアウェアサービスを実現するミドルウェアで利用され

る複雑なCIの仕様を効果的に扱うことを目的としてQoCを定義している．ここではQoC

パラメータとして，“有効時間” (Temporal Resolution)，“有効エリア” (Spatial Resolution)，

“適正確率” (Probability of Correctness)等を採用し，実用指向のQoCの定義を行っている．

これら [17]，[18]では，主に利用するパラメータの意義を中心に議論しており，実シス

テムにおけるQoCの具体的利用法などについては今後の課題としている．

また，An adaptive middleware framework [19]は，アプリケーションに応じたCIの提供

やCI源の選択を目的とし，主に “精度”(Precision), “更新頻度”(Refresh Rate)の 2種類から

なるQoCパラメータに基づいてUtility Functionを算出し，その算出結果に従ってCIの取

得源となる情報資源の選択を行う．この研究では QoCを実システムで利用しようとして

いる点では先進的であるが，ここでのQoCは予め定義し，公開されることが前提であり，

2つのQoCパラメータを動的に制御することは困難である．

これらに対して，システムのQoS向上を目標として，QoCをシステム動作時に動的に

調整する研究がある [8]．この研究ではマルチエージェントによるコンテクスト情報管理

方式を提案している．特に，QoCとして “更新頻度” (Up-to-dateness)に着目し，資源状況

や予め設定された利用者の位置エリアに応じて動的に QoC(更新頻度)を変更することに

よって，状況に応じたCIの流通量制御を実現している．これによりシステム全体のQoS

の維持が可能である．しかし，位置エリアや資源状況の閾値などと，それに対応するQoC

値等をあらかじめ設定する必要があり，適用可能な実環境やサービスが限定され，拡張性
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や柔軟性に乏しいという問題がある．

2.3 コンテクスト情報の流通制御における課題

既存研究におけるコンテクスト情報 (CI)流通制御では，多様なユビキタス情報環境に

適応して，コンテクスト情報を利用しながら高品質のコンテクストアウェアサービスを提

供することが困難である．以下に挙げる 2つの既存研究におけるコンテクスト情報の流通

制御における課題を挙げる．なお，ユビキタス情報環境は，物理的実環境 (実環境)と，そ

の上で動作する情報資源群からなるユビキタス情報環境から構成されるものとする．これ

ら 2つの環境の相互関係の視点から，CI流通制御における適応性についての課題につい

て述べる．

(P1)情報資源の動作とシステム全体のQoSを意識した効果的なコンテクスト情報の流通

が困難

コンテクストアウェアサービス提供時に，主サービスの提供とCIの流通・処理に計算

機資源やネットワーク資源を共用する場面を考える．ユビキタス情報環境では，一般に，

情報資源の状態は刻々と変化し，それに応じてCIの量も膨大となる．これらを全て流通

する場合，すなわち交換されるCIの量が膨大となる場合，ユビキタス情報環境の資源に

制限があるため，主サービスの提供に必要な資源が圧迫され，機能不全や大幅な QoSの

低下を招く可能性がある．例えば，1.2節で述べた図 1.2のような美術館ガイドサービス

を提供する場合，1.3節で挙げた図 1.4で示したように，必要以上に過剰な位置情報を通

知することによってハードウェアの計算能力やネットワーク帯域を浪費し，本来提供する

サービスである作品紹介動画像配信サービスの QoSを低下させる問題がある．したがっ

て，情報資源の制限や状況，利用形態に十分に考慮した効果的なCI流通・処理が必要で

ある．

(P2)長期的な変化に適応した柔軟なコンテクスト情報の流通が困難

(P1)において，システム動作中のCI流通制御について述べたが，より長期的な視点で

14



見た場合，家具の移動や部屋の用途変更，ワークフローの変更などによって，実環境その

ものが変化する可能性がある．そのため，ユビキタス情報環境が任意の実環境上に配置さ

れた後，実環境が長期的な視点で変化があった場合，従来手法では，実環境の状況に順応

するのが困難であり，冗長な調整動作によって適応の遅れが発生する可能性がある．つま

り，サービス提供中の CI流通・処理を，新たな状況に対して自律的に適応させる必要が

ある．しかし既存方式では，システムアーキテクチャの非柔軟性から，その実現が困難と

なっている．
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第3章 情報資源の状態情報の流通制御

方式

本章では，本研究における目的を達成するため，2章で提起した技術的課題を解決する

ための「情報資源の状態情報 (コンテクスト情報)の流通制御方式」について述べる．

3.1 提案方式の概要

本研究では，QoSとQoCの関係を考慮することで，効果的なコンテクストアウェアサー

ビスの提供を実現するための「情報資源の状態情報 (コンテクスト情報)の流通制御方式」

を提案する．本方式は，3.2.1節で述べるコンテクスト情報の品質であるQoCとサービス

品質であるQoSの関係に基づき，QoCの調整によってユビキタス情報環境におけるコン

テクストアウェアサービスの高度化を目的とする．

本方式は以下の 2つの機能から構成される．

(F1)情報資源の詳細な状態に基づく動的QoC調整機能

実環境における秒単位程度の短期的な情報資源の状況変化に追従し，情報資源の動作と

コンテクストアウェアサービスが提供するQoSを可能な限り安定かつ高品位に提供するた

めにQoCを動的に調整する機能．たとえば部屋の中のユーザの移動などによってユーザ

情報資源とユーザのが保持するハードウェアの位置が刻々と変化するような場合に，ユー

ザの位置や動きに応じてQoCを変化させてQoSを保つ．これにより課題 (P1)を解決する．

(F2)ユビキタス情報環境の長期的変化に対する環境適応機能

実環境における日単位程度の長期的な情報資源の状況変化に追従し，(F1)のQoC調整
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機能をチューニングする機能．たとえば部屋の中の家具や IT機器のレイアウト変更など

によって，実環境における情報資源の動作状況の傾向が変化するような場合に，QoC調

整のアルゴリズム自体を適応的に調整する．これにより課題 (P2)を解決する．

なお，Tokairinら [8]は，QoSとQoC間の関係を考慮し，ユーザの位置情報に基づいた

QoC調整を試みている．具体的には，ユーザが存在するエリアを一定数個に区切り，エ

リアごとにQoCの値を静的に与え，それに従いQoCを変更する手法を提案している．す

なわち (F1)の一部を実現している．しかしこの手法では，初期設定に依存し，提供する

サービスや環境が限定されるため，柔軟性・拡張性に欠ける．本方式は，(F1)動的QoC調

整機能によって既存方式に比べてより詳細な状態に基づいた動的 QoC調整を行い，様々

な状況に対する適応を容易にすることが可能である．さらに，(F2)環境適応性の実現を目

指している点で，従来よりも高度な情報資源の流通制御が期待できる．

3.2 (F1)情報資源の詳細な状態に基づく動的QoC調整機能

3.2.1 コンテクスト情報の品質 (QoC)

本研究における QoC(Quality of Context Information)は，情報資源から得られる，各情

報資源が提供するコンテクスト情報 (CI)の品質とし，Buchholzらの論文 [17]に基づいて

定義する．

QoC =<精度，正確さ，信頼性，粒度，更新頻度 >

　精度 　コンテクスト情報の誤差の範囲

　正確さ 　情報資源が提供するコンテクスト情報が正しい値である確率

　信頼性 　情報資源が獲得するコンテクスト情報が正しい値である確率

　粒度 　コンテクスト情報の細分化の度合いを示す単位

　更新頻度 　コンテクスト情報を他の情報資源へ提供する頻度
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QoS

QoC
(更新頻度)

動画像切替時間展示物紹介
動画像切替時間展示物紹介

動画像動画像動画像動画像(主サービス):
CI流通との競合により，更新(通知)が過度になるとネットワーク資源，計算機資源の減少⇒品質は徐徐徐徐々々々々にににに低下低下低下低下

適時性適時性適時性適時性(時間視点):
CIの受信量がある量以上となると，計算機資源が不足し，処理しきれず，ディレイが発生⇒品質は通知通知通知通知がががが過度過度過度過度になるとになるとになるとになると低下低下低下低下

展示物紹介展示物紹介展示物紹介展示物紹介(位置視点):ユーザの位置追従を高頻度で行っても，サービスによってはその情報が冗長⇒品質は一定以上一定以上一定以上一定以上にはならないにはならないにはならないにはならない高品質

低品質
更新少

(通知少)
更新多

(通知多)

図 3.1: 美術館ガイドサービスにおけるQoSとQoCの関係の例
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QoSとQoCパラメータのうち “更新頻度”に注目し，QoSとQoCの相互関係の例を図

3.1に示す．高いQoCの CIを流通・処理させると，その分資源を消費し，主サービスの

利用可能な資源が制限され，その品質が低下する．逆にQoCを低下させるとコンテクス

トアウェアネスが低下し，サービス提供が遅れたり，ユーザが少し前にいた場所でサービ

スが開始されたりする．これらは，コンテクストアウェアサービスにおいて致命的な欠陥

である．本論文ではこのようなQoSとQoCの関係に着目し，QoCを実環境の情報資源の

状況やQoSの状況に応じて調整し，より高度なコンテクストアウェアサービスを提供す

ることを目指す．

3.2.2 動的QoC調整

図 3.2に，(F1)動的 QoC調整の概要を示す．(F1)では，サービスやコンテクスト情報

(CI)の変化の傾向に応じてQoCを調整する．具体的には，CIの品質 (QoC)とサービスの

品質 (QoS)の関係を考慮し，次のQoC調整を行う.

サービスのQoS変化の監視による，ユーザのQoS要求未達成検出 (図 3.2(a))

一般にコンテクストアウェアサービスでは，サービスの流通・処理とCIの流通・処理に

おいてネットワーク，計算機資源を共用する．そのため，例えば CI流通が過度になった

場合，CI通知が帯域を圧迫する，あるいはCI処理が過度で計算機資源が減少するといっ

た問題によりQoSの低下を引き起こす可能性がある．本機能では，これらの状況を QoS

を監視することにより検知し，異常を検出した場合にQoC調整を行うことで，サービス

のためのネットワーク帯域の確保，あるいはサービス提供のための計算機資源の確保など

を行い，ユーザが要求するQoSでサービス提供を実現する．

ユーザとモノの位置関係やユーザの移動速度等，ユーザの動き・状態の反映 (図 3.2(b))

ユーザの移動に追従して，ユーザの位置情報をより正確に把握するためには，ユーザの

移動速度が速いほど，詳細なユーザの位置情報を取得する必要がある．そのため，より高

い更新頻度 (QoC)で位置情報を把握する必要がある．そこで，ユーザの移動速度に応じ
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oo ((

QoS低下 要求QoSの実現

従来方式従来方式従来方式従来方式 提案方式提案方式提案方式提案方式
: サービス流通 : CI流通: サービス流通 : CI流通

CI処理が過度で計算機資源が減少 サービス提供のための計算機資源の確保CI通知が帯域を圧迫 サービスのための帯域が確保

ネットワーク ネットワーク

(a) QoS要求未達成検出による調整

(b) ユーザの動き・状態の反映

図 3.2: (F1)動的QoC調整の概要
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て，高いQoCを要求する．一方，ユーザの移動速度が遅い場合，位置の変化は小さいた

め，高いQoCは不要であり，また過度なQoCの通知はサービスの劣化，あるいは停止を

引き起こす可能性がある．そのため，QoCを低くすることで過度なCI通知を抑制する必

要がある．また，ユーザとその端末間との間に距離がある場合，サービスを提供する可

能性が低いため，低いQoCを設定し，情報資源の消費を低減できる．一方，距離が短く

なるほど，サービス提供の可能性が高くなり，高いQoCで位置を細かに知る必要がある．

よって，ユーザと端末間の距離に応じてQoCを変更する必要がある．

このようにQoCを変数として用いる関数を定義することで，従来手法で必要であった

QoCを変更する範囲等の静的な設定が不要となり，実環境の変化に応じて，連続的にQoC

を調整しつつサービスを提供することが可能となる．

3.3 マルチエージェントシステム

コンテクストアウェアサービスにおいて，3.2.2節で述べた (F1)動的QoC調整実現する

ために，次のような課題を解決する必要がある．

• 各情報資源のコンテクスト情報 (CI)の自律的な取得と分散管理

• 各情報資源間でサービス提供に必要なコンテクスト情報の効果的な流通

• サービスを支える柔軟なシステム構築のための基盤の欠如

そこで本研究では，サービス提供に関わる個々の情報資源を，高度な自律性と協調性に

基づくエージェントとして構成し，ユビキタス情報環境をマルチエージェントシステム

として実現する．マルチエージェントの概念を適用することにより，以下の効果が期待さ

れる．

• 動的な CI取得と合成に基づく即興的なサービス構成

• 動作状況を反映した CIの自律的な獲得
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マルチエージェントシステムに基づくユビキタス情報環境

タグ 情報資源

Note
PC

Video
receiver

Wireless
net

PC
Video
sender

Wired
net

Audio
set

TV setRFID
tag

実環境
PDA

Video
receiver

User

ハードウェアエージェントソフトウェアエージェント ネットワークエージェントユーザエージェント

サービス提供

図 3.3: マルチエージェントに基づくユビキタス情報環境

• エージェント間協調による，CIの効果的な流通と分散管理

図 3.3に，マルチエージェントを用いたユビキタス情報環境を示す．個々の情報資源は，

関連づけられたエージェントにより監視・操作され，各エージェントは，エージェント間

の契約に基づいて動的に組織化しサービスを構成する．また，各エージェントは，情報資

源の CIを管理すると共にエージェント間通信プロトコルを用いて CIを流通する．さら

に，対象とする情報資源の仕様や能力を知識として持ち，この知識と監視から動作状況を

把握する．

3.4 (F2)ユビキタス情報環境の長期的変化に対する環境適応

機能

(F1)は，様々な情報資源の振る舞いやユーザの動きに対して，既存手法よりも柔軟に対

応することが可能となる．しかしながら，(F1)のアルゴリズムが対象とする部分はユーザ

の移動経路や生活習慣など，ある程度限られる．例えば (F1)では，情報資源の配置が変
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わった場合や，ユーザがこれまで移動していた経路が大きく変わる場合などに対応するこ

とは困難である．そこで (F2)は，サービス提供単位ごとのサービス提供後の評価に基づ

き，(F1)で用いたアルゴリズムをチューニングする．具体的には，(F1)で用いたQoC推

論部で用いた端末間の距離やユーザの移動速度といったQoC導出関数を用いた場合に定

数として表現可能な部分に対して，チューニングを行う．この機能により，冗長な QoC

による CIの流通を抑制すると共に，より柔軟なQoC調整を実現する．
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第4章 提案方式の設計

本章では，提案方式の有効性を評価するためのシステムと，3章で提案した (F1)情報資

源の詳細な状態に基づく動的QoC調整機能をシステム上で実現するための詳細設計につ

いて述べる．

4.1 提案方式の適用例: 利用者追従型動画像配信サービス

利用者追従型動画像配信サービスの例を用いて，本提案方式の設計例を示す (図 4.1)．本

サービスでは，ユーザが携帯端末で動画像を受信しながら移動し，サービス移転先の端末

に近づくと，図 4.1右側の高画質の配信が可能なサービス移転先端末へサービスが移転す

る．このとき，サービスを提供する可能性があるサービス移転先端末は，位置センサに

よって取得されたユーザの位置情報から，ユーザと該当端末の距離およびユーザの移動速

度を算出する．その算出されたユーザの移動速度とサービス移転先端末間の距離に応じて

QoCの変更要求を行う．

また，例えば図 4.1のサービス移転先端末のように，状況に応じて高い QoCを設定す

る一方，そのCIの流通によって，携帯端末が提供している資源が切迫し，動画像のサー

ビス品質に影響を及ぼす場合がある．その際は，動画像のフレームレートなどの QoSを

監視することにより，実際に QoSが低下した場合には現在よりも低い更新頻度の要求を

行い，システム全体の挙動を意識したコンテクスト情報管理を行う．
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図 4.1: 提案方式の適用例: 利用者追従型動画像配信サービス

4.2 設計概要

提案方式の有効性を検証するためのシステムとして，4.1節で挙げた利用者追従型動画

像配信サービスの実験システムを構築した．動画像配信はリアルタイム性が強く，画質や

フレームレートなどの，QoSを左右するパラメータの維持が特に求められるサービスで

あるため，提案方式を評価するためのシステムとして適切であると言える．

4.3 エージェント構成設計

本実験システムで用いたエージェントの構成を図 4.2に示す．本実験システムは，ユー

ザ位置情報管理サーバ，ストリーミングサーバ，携帯端末およびサービス移転先端末の計

4種類の端末から構成される．また，各端末ではエージェントミドルウェアが動作してお

り，図 4.2で示されるように各種エージェントが配置される．以下では，各エージェント

の役割，機能概略を挙げる．

• User: ユーザエージェント
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Manager

ストリーミングサーバ

User JMFRecv

fpsManager

位置情報管理サーバ

ZPS ユーザエージェントハードウェアエージェント
コンテクスト情報通知ソフトウェアエージェント
QoC制御情報サービス提供

Manager

Calc

携帯端末

サービス移転先端末
fps

Manager

JMFRecv

UserReq

JMFSend

図 4.2: 実験環境におけるエージェントの構成

ユーザのコンテクストを管理するエージェント．サービスに関わるユーザの要求や

位置情報などのコンテクスト情報を管理し，他のエージェントへ通知する．

• UserReq: ユーザ要求獲得エージェント

ユーザ要求を獲得するエージェント．ユーザ要求獲得用ユーザインタフェースによ

りユーザ要求を獲得するソフトウェアを制御する．入力されたユーザ要求はUserへ

通知する．

• ZPS:ユーザ位置情報管理エージェント

超音波位置計測センサ (ZPS)[20]を用いて，タグの位置情報 (コンテクスト情報)を獲

得し，提供する機能を持つエージェント．他のエージェントからのQoC変更要求に

応じて，位置情報の更新頻度を動的に変更し，コンテクスト情報を獲得・通知する．

• Manager: 端末管理エージェント
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端末ごとに設置され，各端末内のエージェントを管理するエージェント．他の端末

内のManagerとの通信，サービス源・出力先切替えの決定・命令等を行う．

• JMFSend, JMFRecv: 動画像送受信エージェント

マルチメディア通信用ソフトウェアである JMF [21]を制御するエージェント．Man-

agerの要求に応じて，JMFSendエージェントが動画像の送信を，JMFRecvエージェ

ントが動画像の受信を行う．提供可能なサービス品質 (画質，フレームレート，解像

度等)をソフトウェアのコンテクストとして管理し，特にフレームレートは fpsエー

ジェントへ通知する．

• fps: フレームレート監視エージェント

JMFRecvが受信する動画像のフレームレートを監視するエージェント．フレームレー

トの要求違反を検出すると，Managerへ通知する．フレームレートは JMFRecvから

コンテクスト情報として毎秒獲得し，異常判定の評価には 5秒間移動平均を用いる．

• Calc: 位置情報変換エージェント

位置情報を元に，ユーザと特定PCとの距離や移動速度を算出し，距離と速度に基づ

くQoCの値を導出するエージェント．導出したQoCの値は，Managerに通知する．

ユーザの位置情報に関するセンシングデバイスとして，超音波センサ (ZPS)を利用し

た．本システムではタグはユーザが保持し，ZPSからの位置情報はユーザを指す．

初期設定では，Webカメラからの動画像が，ユーザの持つ携帯端末に表示される．な

お，ユーザは常に携帯端末を持ち移動することとする．さらに，ユーザが移動し，サービ

ス移転先端末に近づいた場合は，動画像の出力先が携帯端末からサービス移転先端末に切

り替わる．UserとUserReqは携帯端末上に配置する．ZPSから受信したタグの位置情報

はUserがユーザの位置情報としてマッピングし，管理する．
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図 4.3: (F1)情報資源の詳細な情報に基づく動的QoC調整のシナリオ

4.4 (F1)情報資源の詳細な状態に基づく動的QoC調整機能の

設計

本節では，4.1節に挙げた利用者追従型動画像配信サービスにおける動的QoC調整機能

の設計について説明する．本論文では，情報資源のシステム全体の挙動を意識したコンテ

クスト情報の効果的な流通を実現するために，情報資源の詳細な状態に基づいて動的な

QoC調整を行う．

本システムを適用するシナリオを図 4.3に示す．ユーザは無線 LANに接続した携帯端

末を持ち，超音波センサを利用した位置情報提供システムZPS[20]によるユーザ位置情報

の監視範囲であるA地点からB地点の間を移動する．サービス移転はユーザがB地点に

あるサービス移転先端末に近づいた際に生じる．なお，位置情報の更新間隔を基に QoC

のパラメータ “更新頻度”を設定し，フレームレート (fps)をQoSパラメータとする．

本システムにおけるQoC(ユーザの位置情報の更新頻度)の具体的な調整手順を図 4.4に

示す．調整手順の詳細を以下に示す．

(1)コンテクスト情報受信

QoC調整はコンテクスト情報に基づいて行われる．このQoC調整の判断基準となるコ

ンテクスト情報は以下の 2種類がある．
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User
JMFRecv

Manager

位置情報管理サーバ

ZPS

ユーザエージェントハードウェアエージェント
コンテクスト情報通知ソフトウェアエージェント
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ユーザエージェントハードウェアエージェント
コンテクスト情報通知ソフトウェアエージェント
QoC制御情報

Manager

携帯端末 サービス移転先端末

fps

Manager

JMFRecv
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(1-1)位置情報の通知
(1-2)フレームレート通知

(1-1)位置情報の通知(1-1)位置情報の通知

fps
(3)QoC調整要求

Calc

(1-1)位置情報の通知
(2-2)フレームレートに基づくQoC推論 (2-1)位置情報に基づくQoC推論

(3)QoC調整要求

(3)QoC調整要求
(3)QoC調整要求

(3)QoC調整要求(4)QoC変更
(3)QoC調整要求

(2-2)フレームレートに基づくQoC推論

図 4.4: (F1)におけるQoC調整手順

(1-1)ユーザ位置情報

ユーザ位置情報は，まず，タグの位置を獲得する ZPSから，ユーザコンテクストを管理

するエージェントであるUserへと通知され，Userはタグの位置情報をユーザの位置情報

としてマッピングした上で，自身のコンテクストとしてユーザ位置情報を蓄積する．次に，

ユーザ位置情報はサービス移転先端末内にManagerへと通知される．その後，Manager

は得た位置情報をManagerはCalcへと通知し，以下のサービス移転先端末とユーザの距

離とユーザの移動速度の 2つの情報を得られた位置情報から生成する．

• サービス移転先端末とユーザの距離

ユーザの位置情報と自身が所属するハードウェア (この場合，サービス移転先端末)

の位置情報を照合し，ユーザとの距離を測定する．

• ユーザの移動速度

位置情報には，それを送信した時間が付与されており，直前に受信した位置情報と，

新たに得た位置情報を用いて，ユーザの移動量と位置情報の送信間隔を基にユーザ

の移動速度を測定する．
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(1-2)動画像のフレームレート

動画像のフレームレートは，動画像を再生中の端末内に存在する JMFRecvが監視し，毎

秒 fpsに通知される．通知を受けた fpsは自身のコンテクストとして現在の再生している

動画像のフレームレートを獲得し，5秒間保持する．

(2) QoC推論

QoC推論は，(2-1)位置情報に基づいた QoC推論，(2-2)動画像のフレームレートに基

づいたQoC推論の 2種類で行われる．推論の結果，QoC値の変更が必要だと判断した場

合は，手順 (3)によりQoC変更要求の通知を行う．

(2-1)位置情報に基づいたQoC推論

Calcは，手順 (1-1)で得た位置情報，およびそれを基に生成したサービス移転先端末と

ユーザとの相対距離，およびユーザの移動速度を基に，現在設定されているQoCの値が

適切であるかの推論を実行する．本QoC推論の基準を以下に示す．

基準 1. if d < d′ then QoCを高く設定

基準 2. if d > d′ then QoCを低く設定

基準 3. if v > v′ then QoCを高く設定

基準 4. if v < v′ then QoCを低く設定

基準 5. if d = d′ and v = v′ then QoCを維持

ここで，d, d′は，位置情報に基づいた現在の相対距離と直前の相対距離，v, v′は，位置情

報を基に生成されたユーザの現在の移動速度，直前の移動速度を表す．

基準 1, 2は，サービスの移転先であるサービス移転先端末とユーザとの相対距離に基

づいたQoC推論である．相対距離が短くなるとサービス移転の可能性がより高まるため，

より高いQoCを設定する．一方，相対距離が長くなるとサービス移転の可能性が低くな

るため，低いQoCを設定する．

基準 3, 4は，ユーザの移動速度に基づいたQoC推論である．ユーザの移動速度が速く

なった場合，ユーザの位置変化は大きくなるため，より高いQoCを設定する事でユーザ
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位置の追従を強化する．一方，ユーザの移動速度が遅くなった場合，位置変化が小さくな

るため，低いQoCを設定する．

なお，基準 5は，ユーザが静止し続けている場合を示す．このとき，QoCは変更しない．

これらの基準に基づき，実装システムでは次のようなQoC導出式を定義し，QoC推論

に用いる．

QoC = α · d + l α =


exp (vave − v) · h−l

X
(vave < v)

{ln(vave − v − 1) − 1} · h−l
X

(vave ≥ v)
(4.1)

ここで，Xはセンサが図4.3のA地点からB地点までの位置取得可能な最大距離 [mm]，dは

ユーザとサービス移転先端末との距離 [mm]を表す．vはユーザの移動する速さ [mm/msec]，

vaveは過去の実行結果を基に算出したユーザの平均移動速度 [mm/msec]である．h,lは，ユー

ザがA地点，B地点における目安となる更新間隔時間をそれぞれ考慮した定数 [msec]を

表す．

なお，Tokairinらの手法 [8]におけるQoCの導出は，式 (4.2)に従い行われる．

QoC =



1 (ユーザの位置 =センサ Iの監視エリア内)

5 (ユーザの位置 =センサ IIの監視エリア内)

10 (ユーザの位置 =センサ IIIの監視エリア内)

(4.2)

このように，既存手法では限定的な情報資源の状況と大まかなユーザの位置情報に基づ

いた調整であったのに対し，提案手法では，より詳細な位置情報を用いて調整を行ってお

り，より情報資源の状況に基づいた調整となっている．

(2-2)動画像のフレームレートに基づいたQoC推論

fps は，手順 (1-2)で受信した動画像のフレームレート，および UserReqから通知され

たユーザのQoS要求に基づき，ユーザが要求する動画像フレームレートに対して，過去

5秒間の平均値が一定以上の低下を示した場合は，QoCの変更を行う．この際，変更する

QoCの値は次の式で定義する．

QoC =
QoC ′

2
(動画像のフレームレートが一定以上の低下を示した場合) (4.3)
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ここで，QoC ′は変更要求が発生時に位置情報管理エージェント (例えば，ZPSエージェン

ト)が設定しているQoC値を示す．

なお，Tokairinらの手法 [8]においては，各端末のCPU使用率が 80%を越えた場合，以

下の調整が行われる．

QoC = 1 (各端末のCPU 使用率 > 80%) (4.4)

しかし，設定値が不十分な場合，コンテクストアウェアサービスの品質に影響を与える

場合がある．提案手法においては，相対的に調整を加えることで，手順 (2-1)の推論方針

を考慮した推論が可能となる．

(3)QoC変更要求

手順 (2)で導出されたQoCの値を，QoC変更要求としてコンテクスト情報通知元のエー

ジェントへ送信する．要求の送信手順としては，エンティティ間の連携が動的に行われる

ことを考慮して，図 4.4で示したように，Userを仲介する形で ZPSへ要求を送信する．

(4)QoC変更

手順 (3)のQoC変更要求を受信した ZPSは，その要求に基づいて，タグの位置情報の

更新頻度を変更する．

以上の手順により，本システムにおける，コンテクスト情報 (位置情報)のQoC (更新頻

度)の動的な調整を実現する．
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第5章 実装

本章では，4章で設計したシステムに関して実装概要および実装環境について述べる．

5.1 実装概要

提案方式の有効性を検証するため，ユビキタス情報環境を想定した利用者追従型動画

像配信システムを実装した．本システムは，固定した複数のカメラから撮影された動画像

を，遠隔地で移動するユーザの位置とサービス品質に対する要求に応じて最寄の表示装置

へ配信を行う．例えば，自宅のペット，託児所に預けた子供，遠隔地に住む高齢者の家族

などの様子を遠隔から見守るシステムなどを応用例として想定している．

5.2 実装環境

本システムの実装環境を図 5.1に，および実装環境構築のために使用した端末の性能を

表 5.1に示す．なお，携帯端末 1および 2は，実験に応じていずれか一方を使用するもの

とする．また，環境内にサービス移転端末を複数設置する場合，使用する端末の性能や設

置の条件は同じものとする．

エージェント開発言語として，ルール型推論に基づくエージェントフレームワークであ

るDASH-1.9.7h1 (DASH: Distributed Agent System based on Hybrid architecture)[22]を用い

た．なお，本実装においてDASHを用いるのは，4.3節で述べたエージェントアーキテク

チャを実現するのに適しているためである．また，エージェントの開発・シミュレーション

にはDASH環境のエージェント統合開発環境である IDEA-1.2.4(IDEA: Interactive Design
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図 5.1: 実装環境

Environment for Agent system)[23]を用いた．システム全体の実装言語には Java(J2SE 1.5)

と C++を使用した．

また，センシングシステムとして超音波位置測定システム (ZPS: Zone Positioning System)[20]

を利用した．なお，ZPSはセンサキット自体の仕様上，常時毎秒 20回の更新頻度でユー

ザ位置情報を獲得する．

通信方式は制御部分と位置情報の送受信部に TCP，メディア転送にはUDPをそれぞれ

表 5.1: 実装環境で使用した端末の性能
端末 CPU メモリ OS

携帯端末 1∗ Intel Celeron M 500MHz 256MB Windows XP SP3

携帯端末 2∗ Intel Core2Solo 1.2GHz 1014MB Windows Vista Business

サービス移転先端末 Intel Celeron M 1.4GHz 512MB Windows XP SP3

ストリーミングサーバ Intel Celeron M 1.4GHz 512MB Windows XP SP3

位置情報管理サーバ Intel Celeron M 1.4GHz 512MB Windows XP SP3

∗実験シナリオに応じて一方を使用する
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使用した．システムの実装において，動画像の送受信部には JMF-2.1.1e(JMF: Java Media

Framework)[21]を使用し，動画像圧縮方式としてH.263を使用した．

ネットワーク環境は，有線 LAN(Ethernet/100Mbps)，無線 LAN(IEEE802.11g/54Mbps)

が混在する環境を構築した．動画像のキャプチャに市販のWebカメラを，再生用デバイ

スとして市販の PCとディスプレイをそれぞれ利用した．

本システムの初期設定では，Webカメラで撮影されたストリーミング動画像はユーザ

の持つ携帯端末に配信される．ユーザが移動し，サービス移転先端末に近づいた場合は，

携帯端末に比べてより高性能なサービス移転先端末へ動画像の配信先が切り替えられる．

本システムを用いて，ユーザの携帯端末では，動画像と同時にユーザ位置情報を受信する

ため，ユーザ携帯端末における計算機・ネットワーク資源負荷が増大することになるが，

3章で述べた，提案方式により悪影響が改善されることを示す．
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第6章 実験と評価

6.1 実験概要

提案方式の (F1)情報資源の詳細な情報に基づく動的QoC調整機能を，実際のサービス

利用時の状況を想定した 2つの実験により評価する．具体的には，QoS，QoCパラメータ

を観測し，ユーザが目的地に向かって直線的に移動をする場合 (実験 1)，およびジグザグ

に移動する場合 (実験 2)を，本提案方式と既存手法 [8]による調整方式を比較する．

6.2 実験1: ユーザが直線的に移動する場合

6.2.1 実験方法

実験目的

本実験では，計算機資源にボトルネック (高負荷)となる環境を対象として，本研究の

提案である (F1)動的QoC調整の有効性を検証する．具体的には，5章で示した実装シス

テムにおいて，既存方式 [8]に対し，提案方式はよりサービス品質 (QoS)の高いコンテク

ストアウェアサービスの提供が可能であることを示す．

実験環境

本実験では，ユーザの携帯端末として表 5.1の携帯端末 1を使用する．また，(F1)動的

QoC調整の特徴である，ユーザとサービス移転先端末との距離，およびユーザの移動速

度を用いた調整が行われていることを確認するため，サービス移転先端末は 1台のみと

する．
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図 6.1: 実験 1: シナリオ設定

実験シナリオ設定

本実験では，サービス提供エリア内におけるユーザの直線的な移動を想定し，図 6.1の

ようなシナリオを設定した．このシナリオに基づき，既存手法 (Tokairinらの手法 [8])と

提案手法を比較した．

QoC調整アルゴリズムの設定

本実験では，QoC (ユーザ位置情報の更新頻度)調整アルゴリズムを，表 6.1のように設

定した．なお，提案手法のQoC調整式 (式 (4.1))のX，h，l，vaveは，予備実験の経験を

基に，固定的に設定した．

評価項目の設定

本実験で比較対象とするQoSパラメータとして，動画像の滑らかさの指標であり，ユーザ

が知覚可能なレベルでのQoSに大きく影響を与えるフレームレート (fps: frame per second)

と，サービス移転に要した時間を計測した．なお，ユーザが要求する動画像のフレーム

レートは 30fpsとし，平均フレームレートが 28fpsより低下した場合は，要求未達成QoC

変更要求を行う．
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表 6.1: 実験 1: QoC調整アルゴリズム
手法 アルゴリズム

既存方式 if ∃(c ≥ 80%)　 then QoC = 1

else if ユーザがエリア Iに存在　 then QoC = 1

else if ユーザがエリア IIに存在　 then QoC = 5

else if ユーザがエリア IIIに存在　 then QoC = 10

※エリアの区分は図 6.1による

提案手法 式 (4.1), (4.3)による調整

(ただし，X = 5550, h = 1000, l = 100, vave = 0.09)

6.2.2 実験結果

実験結果を図 6.2，図 6.3に示す．各グラフは，図 6.2が既存手法，図 6.3が提案手法を

それぞれ適用した場合の (a) QoS(動画像のフレームレート)とユーザ受信端末で受信した

QoC (1秒間あたりのユーザ位置情報の更新回数)，(b)各端末のCPU使用率の時間変化を

示したものである．なお，図 6.1に示したユーザの状態を各グラフ中ではÀ∼Äと記載し

ている．

既存手法 (Tokairinらの手法 [8])の場合は，QoC調整アルゴリズムに従ってほぼエリア

ごとに設定されたQoC値に調整されている．具体的には，開始から 17秒まではQoCが 1，

18秒から 48秒まではほぼQoCが 5，49秒以降はQoCが 10にそれぞれ設定されているこ

とがわかる．しかし，CPU使用率が閾値 (80%)を上回った際のQoC調整要求は，実験時

間内に実現しなかった．QoS (動画像のフレームレート)はユーザの要求値である 30 fpsを

ほぼ満たしている．また，携帯端末からサービス移転先端末への動画像配信先切替処理は

約 3秒であり，実用上問題のない時間内で処理が行われている．しかし，サービス移転が

発生する場所に到着してから，実際にサービス移転処理が開始されるまでに約 10秒遅延

が発生した．これはユーザ位置情報に基づくサービス提供としては致命的な問題である．

一方，提案手法の場合は，ユーザの位置と移動速度に応じたQoC調整アルゴリズムに

38



0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

0 10 20 30 40 50 60 70 80
0

5

10

15

20

経過時間[s]

Q
oS

(フレ
ーム
レー
ト)[fp

s]

Q
oC

(位置
情報
の更
新頻
度)[t

im
es

/s
]

携帯端末のfpsサービス移転先端末のfps
QoC

携帯端末のfpsサービス移転先端末のfps
QoC

① ③
⑤

② ④

(a) QoS(動画像フレームレート)と QoCの測定結果

0

20

40

60

80

100

0 10 20 30 40 50 60 70 80経過時間[s]

C
P

U

使用
率[%

]

携帯端末サービス移転先端末携帯端末サービス移転先端末

① ③ ⑤② ④

(b) CPU使用率の測定結果

図 6.2: 実験 1: 既存手法 (Tokairinらの手法 [8])
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図 6.3: 実験 1: 提案手法
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ほぼ従ったQoCが調整されている．特に，47秒からサービス移転が行われるまでの部分

では，特に明示的に現れている．また，43秒付近，および 65秒付近では，QoS異常によ

るQoC調整動作も見られ，サービスを提供する携帯端末，サービス移転先端末の異常検

知による，コンテクスト情報の流通制御が実現されている事がわかった．QoS (動画像の

フレームレート)はユーザの要求値である 30 fpsを既存手法と同程度満たしており，携帯

端末からサービス移転先端末への動画像配信先切替処理は約 2秒であり，既存手法同様，

実用上問題のない時間内で処理が行われている．サービス移転にかかる時間については，

実際にサービス移転処理が行われるまでに要した時間は約 3秒で，既存手法で見られた

サービス移転処理に係る遅延が大幅に改善された．

6.2.3 考察

実験結果より，利用者追従型動画像配信サービスの主サービスである動画像受信に関し

て既存手法，提案手法ともにユーザの要求 QoSを満たす結果となったが，既存手法にお

いてサービス移転に大きな遅延が発生し，CPU使用率監視に基づくQoC調整が行われな

い問題が発生していた．これらの問題は，位置情報，またQoC調整要求を中継する携帯

端末の CPU負荷による位置情報の処理遅延が発生したためと考えられる．

図 6.4に，既存手法，提案手法それぞれを適用した実験で得られた，サービス移転先端

末における位置情報の処理遅延時間の時間変化を示す．既存手法 (図 6.4(a))では，携帯端

末においてQoCおよび CPU使用率が共に高くなった 50秒前後から徐々に遅延時間が右

上がりに増し始め，サービス移転処理があった 70秒前後に一度極大になり，その後さら

に遅延時間が増えていく傾向が見られた．一方，提案手法 (図 6.4(b))では，サービス移転

が発生した 60秒前後で極大となる以外では，大きな遅延は発生していない．

これらの結果から，携帯端末において位置情報およびQoC調整要求の処理に十分な資

源を割り当てることができず，QoC調整および位置情報の中継に遅延が生じたことが，既

存手法における問題が発生した原因であるといえる．
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図 6.4: 実験 1: 位置情報の処理遅延時間
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6.3 実験2: ユーザがジグザグに移動する場合

6.3.1 実験方法

実験目的

本実験では，本研究の提案である (F1)動的QoC調整について，ユーザの多様な動きへ

の有効性を検証する．具体的には，5章で示した実装システムにおいて，(F1)動的QoC調

整の特徴である，ユーザとサービス移転先端末との距離，およびユーザの移動速度を用い

た調整が行われていることを確認し，既存手法に対し，提案手法は，よりサービス品質

(QoS)の高いコンテクストアウェアサービスの提供を実現することを示す．

実験環境

本実験では，ユーザの携帯端末として表 5.1の携帯端末 2を使用する．また，サービス

移転先端末は 2台使用し，それぞれをA，Bとする．サービス移転先とする 2台は，性能，

環境への設置の条件は等しい．

実験シナリオ設定

本実験では，サービス提供エリアを含む室内におけるユーザの平面上での非直線的な

動きを想定し，図 6.5のようなシナリオを設定した．このシナリオに基づき，既存手法

(Tokairinらの手法 [8])と提案手法を比較した．

QoC調整アルゴリズムの設定

本実験では，QoC (ユーザ位置情報の更新頻度)調整アルゴリズムを，表 6.2のように設

定した．なお，提案手法式 (4.1)のX，h，l，vaveは，予備実験の経験を基に，固定的に

設定した．

評価項目の設定

本実験で用いる評価項目は，実験 1(6.2節)と同じものを用いる．本実験で比較対象と

するQoSパラメータとして，動画像の滑らかさの指標であり，ユーザが知覚可能なレベ

ルでのQoSに大きく影響を与えるフレームレート (fps: frame per second)と，サービス移

転に要した時間を計測した．なお，ユーザが要求する動画像のフレームレートは 30fpsと

43



図 6.5: 実験 2: シナリオ設定

44



表 6.2: 実験 2: QoC調整アルゴリズム
手法 アルゴリズム

既存方式 if ∃(c ≥ 80%)　 then QoC = 1

else if ユーザがエリア Iに存在　 then QoC = 1

else if ユーザがエリア IIに存在　 then QoC = 5

else if ユーザがエリア IIIに存在　 then QoC = 10

※エリアの区分は図 6.6による

提案手法 式 (4.1), (4.3)による調整

(ただし，X = 5550, h = 1000, l = 100, vave = 0.09)

(a) サービス移転先端末 A (b) サービス移転先端末 B

図 6.6: 実験 2: サービス移転先端末ごとのQoCの設定
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し，平均フレームレートが 28fpsより低下した場合は，要求未達成QoC変更要求を行う．

6.3.2 実験結果

実験結果を図 6.7 ∼図 6.10に示す．各グラフは，図 6.7が既存手法，図 6.9が提案手法

をそれぞれ適用した場合の (a) QoS(動画像のフレームレート)の時間変化，(b)ユーザ受信

端末で受信したQoC(1秒間あたりのユーザ位置情報の更新回数)の時間変化を示したもの

である．またQoS，QoCに影響を与えるCPU使用率を，既存手法，提案手法それぞれ図

6.8，図 6.10に示す．なお，図 6.5に示したユーザの状態を各グラフ中ではÀ∼Èと記載し

ている．

既存手法 (Tokairinらの手法 [8])の場合，図 6.7(a)よりQoS (動画像のフレームレート)は

ユーザの要求値である 30 fpsをほぼ満たしていることがわかる．QoCに関して，図 6.7(b)

よりほぼQoC調整アルゴリズムに従い，ほぼエリアごとに設定されたQoC値に調整され

ている．サービス移転先端末Aで動画像を受信している間 (シナリオにおけるユーザの状

態: Á後半∼Ã前半，Æ後半∼Ç前半)では，携帯端末のCPU使用率が閾値 (80%)を上回り，

システム異常検出による QoC調整要求によってサービス移転先端末 Aおよび Bの QoC

が共に著しく下がっている．本来，サービス移転先端末AではQoCが 10，サービス移転

端末BではQoCが 5に設定されるべきであるが，携帯端末に動画像が再び配信されるま

での間 QoCが 1となり，設定通りに動作しなかった．携帯端末と各サービス移転先端末

間の動画像配信先切替処理時間は約 5.5秒，実用上問題のないサービス移転が発生する場

所に到着してから，実際にサービス移転処理が開始されるまでに約 7.8秒の遅延が発生し

た．特に，時間経過に伴って処理に時間を要する傾向があった．これはユーザ位置情報に

基づくサービス提供としては致命的な問題であり，サービスの継続性の観点からも問題が

あるといえる．

一方，提案手法の場合は，図 6.9よりユーザの位置と移動速度に応じた QoC調整アル

ゴリズムに従い，QoCが調整されていることがわかる．また，52秒付近と 120秒付近で

サービス移転先端末 Aで，106秒付近で携帯端末でそれぞれ発生した QoS異常に対する
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図 6.7: 実験 2: 既存手法 (Tokairinらの手法 [8])におけるQoS, QoCの測定結果
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(c) サービス移転先端末 Bの CPU使用率測定結果

図 6.8: 実験 2: 既存手法 (Tokairinらの手法 [8])における動画像受信端末の CPU使用率
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図 6.9: 実験 2: 提案手法におけるQoS, QoCの測定結果
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(c) サービス移転先端末 Bの CPU使用率測定結果

図 6.10: 実験 2: 提案手法における動画像受信端末の CPU使用率
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QoC調整動作も見られ，サービスを提供する携帯端末，サービス移転先端末の異常検知に

よる，コンテクスト情報の流通制御が実現されている事がわかった．既存手法において，

エリアごとに設定したQoC値への調整が行われない問題が発生したが，提案手法ではあ

る程度位置に応じた値に設定され，安定したサービス提供を行うことができた．QoS (動

画像のフレームレート)はユーザの要求値である 30 fpsを既存手法と同程度満たしており，

携帯端末とサービス移転先端末間の動画像配信先切替処理時間は平均 2.5秒であり，実用

上問題のない時間内で処理が行われている．サービス移転にかかる時間については，実際

にサービス移転処理が行われるまでに要した時間は約 4.1秒で，既存手法で見られたサー

ビス移転処理に係る遅延が大幅に改善された．

6.3.3 考察

実験結果より，利用者追従型動画像配信サービスの主サービスである動画像受信に関し

て既存手法，提案手法ともにユーザの要求 QoSを満たす結果となったが，既存手法にお

いては実験 1と同様，サービス移転に大きな遅延が発生した．これらの問題は，各端末の

CPU負荷による位置情報の処理遅延が発生したためと考えられる．特に，位置情報を中

継する携帯端末のCPU負荷は動画像の品質，およびサービス移転時間の遅延に対して非

常に大きな影響を与えている．

図 6.11に，既存手法，提案手法それぞれを適用した実験で得られた，サービス移転先

端末における位置情報の処理遅延時間の時間変化を示す．既存手法 (図 6.11(a))では，携

帯端末においてQoCおよび CPU使用率が共に高くなった 75秒前後から徐々に遅延時間

が右上がりに増し始め，サービス移転処理があった 80秒前後に一度極大になり，その後

さらに別の端末へのサービス移転処理があった 100秒前後から再度遅延が発生している．

一方，提案手法 (図 6.11(b))では，サービス移転が発生した箇所を除いては，大きな遅延

は発生していない．

これらの結果から，携帯端末において位置情報およびQoC調整要求の処理に十分な資

源を割り当てることができず，QoC調整および位置情報の中継に遅延が生じたことが，既
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図 6.11: 実験 2: 位置情報の処理遅延時間
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表 6.3: 実験 1における評価
方式 QoS(フレームレート) サービス移転時間

既存方式 ○ (平均 29.5fps) △ (約 10秒)

提案方式 ○ (平均 29.7fps) ○ (約 3秒)

表 6.4: 実験 2における評価
方式 QoS(フレームレート) サービス移転時間

既存方式 ○ (平均 29.5fps) △ (平均 7.8秒)

提案方式 ○ (平均 30.0fps) ○ (平均 4.1秒)

存手法における問題の原因であるといえる．

6.4 評価

実験 1，実験 2の結果および考察より，ユーザの位置関係や移動の速さに応じたQoCの

動的な調整が可能であることを示し，本提案方式であるサービス品質や情報資源間の位置

関係，ユーザの移動の速さに応じた (F1)情報資源の詳細な状態に基づく動的QoC調整の

効果によって，ユーザの要求するサービス品質 (QoS)をある程度維持しつつ，既存手法よ

りもサービス移転が短時間で可能となった．以上より，情報資源の状態情報 (コンテクス

ト情報)の流通制御によって，コンテクスト情報を利用しながら，高品質のコンテクスト

アウェアサービスの実現が可能となったといえる．以上から，既存手法との比較評価を表

6.3，表 6.4に示す．

表中の△については，静的に設定するQoC値によって一部改善が可能であると考えら

れるが，その適応性を考えると非常に限定的であることを意味している．一方，提案手法

では，既存手法に比べ，より詳細な状態に基づいた調整により既存手法よりも適用範囲が

広がり，さらに (F2)環境適応機能の実現によって，さらに様々なコンテクストへの対応

が可能となることが考えられる．

ここで，コンテクストアウェアサービスのようなユビキタス情報環境で展開されるサー
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ビスの品質としてQoSuについて述べる．ユビキタス情報環境には多種多様な情報資源が

遍在しており，ユーザの位置や状況に応じてさまざまなサービスを展開することが可能と

なる．そのため，サービスを展開する際，以下のような点を考慮する必要がある

• 主となるサービスについて，ユーザの要求する品質を満たす

• 適切な場所でサービスを展開する

• 適切なタイミングでサービスを展開する

これらを踏まえ，ユビキタス情報環境におけるサービス品質の指標としてQoSuを以下

のように定義する．

QoSu =< QoS,適所性,適時性 >

　QoS 　ユーザが直接受けるサービス自体の品質 (従来のQoS)

　適所性 　サービスがタイミングよく提供されるかの指標

　適時性 　サービスが適所で提供されるかの指標

例えば，高いQoCのCIを流通・処理させると，その分資源を消費し，サービスの利用

可能な資源が制限され，QoSuのパラメータ (主にQoS)が低下する．逆にQoCを低下させ

るとコンテクストアウェアネスが低下し，サービス提供が遅れたり (低い適時性)，ユーザ

が少し前にいた場所でサービスが開始されたり (低い適所性)する．これらは，コンテク

ストアウェアサービスにおいて致命的な欠陥である．よって，コンテクストアウェアサー

ビスを提供する際，QoSuとQoCの関係に基づいた動的なQoC調整，すなわち，QoCを

情報資源の状況やQoSuの状況に応じて調整し，可能な限り高いQoSuを実現する必要が

ある．
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第7章 結論

7.1 結論

本研究では，ユビキタス情報環境におけるコンテクストアウェアサービスの高度化を目

的とし，情報資源の状態情報 (コンテクスト情報)の流通制御方式として，特に，(F1)情

報資源の詳細な状態に基づく動的QoC調整を提案した．

この提案方式を導入した利用者追従型動画像配信サービスを実装し，実験の結果より，

情報資源から得られるサービス品質とユーザの位置や状況に応じて，コンテクスト情報

のQoCを調整する本方式の効果が確認された．すなわち，サービスの移転の可能性があ

る端末に近づいた際に徐々にQoCを増加させることや，QoCの増加によってQoSが低下

した場合には，一度QoCを低下させQoSを回復させることなどにより，高いQoSを維持

することが可能であることを示し，サービス移転については既存方式よりも短時間で実現

し，より高度なコンテクストアウェアサービスの提供が可能であることを示した．

7.2 今後の課題

本研究では，QoCパラメータとして位置情報の更新頻度のみを扱ったが，今後，精度

や粒度などのQoCパラメータなどを取り入れた動的QoC調整への拡張や，様々なサービ

スへの適用により，その効果を検証する必要がある．
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